
 

箕面市市税等クレジット収納業務委託に伴う 

指定代理納付者による歳入の納付に係る契約書 

 

箕面市（以下「甲」という。）と▲▲▲▲▲▲▲▲（以下「乙」という。）とは、地方自

治法第 231 条の 2 第 6 項に定める方法による歳入の納付（以下「代理納付」という。）に

ついて、次のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

第 1 条（目的） 

本契約は、第 2 条に定める歳入の納入義務者（以下「納入義務者」という。）が甲に対

して納付すべき歳入を、地方自治法第 231 条の 2 第 6 項に定める方法により、乙に代理

納付させることを甲に申し出て、甲がこれを承認した場合において、乙が指定代理納付

者として甲に納入義務者に係る歳入を納付するために必要な事項を定めることを目的と

する。 

 

第 2 条（収納対象） 

1. 本契約において乙が甲に対して代理納付する歳入（以下「収納対象」という。）は、

別紙記載 1 に定める歳入とする。 

2. 甲は収納対象の追加を希望する場合は、乙に通知し、乙は当該通知の受領後速やかに

追加の可否を決定し、甲に通知する。 

 

第 3 条（代理納付事務） 

甲は、次の各号に定める収納対象の代理納付に係る事務（以下「代理納付事務」という。）

を乙に委託し、乙はこれを受託する。 

(1) 甲に代わって納入義務者からの収納対象の代理納付の申出を受け付けること（第

6 条） 

(2) 代理納付を申し出て、甲がこれを承認した納入義務者が支払うべき収納対象を、

甲に代理納付すること（第 7 条） 

 

第 4 条（使用可能なクレジットカードの範囲） 

1. 乙は、代理納付にあたり納入義務者において使用可能なクレジットカードを甲に通知

する。 

2. 乙は、使用可能なクレジットカードを変更する場合は当該変更の内容を甲に通知する。 

 

第 5 条（収納対象が税である場合の代理納付に関する確認） 

甲及び乙は、乙による収納対象が税である場合の代理納付は、地方税法第 20 条の 6 の規

定によるものであり、甲が有する納入義務者に対する賦課徴収権は代理納付によって乙



 

が取得するものではないことを確認する。 

 

第 6 条（代理納付の申出の受付） 

1. 甲は、別紙記載 2 のとおり収納対象毎に定められた期日までに、甲に対して代理納付

の申出を行う可能性のある納入義務者に関する、通知番号、識別番号、支払番号等の

データ（以下「代理納付対象データ」という。）を乙に送付する。代理納付対象デー

タの詳細は、両者協議の上定めるものとする。 

2. 乙は、乙が運営するウェブサイトにおいて、納入義務者から代理納付の申出を受け付

ける。 

3. 代理納付の申出の内容が代理納付対象データに合致しない場合、又は乙所定の確認を

行った結果当該内容に問題が発見された場合、乙は代理納付の申出を受け付けない。 

4. 納入義務者が乙に対して収納対象を納付させることを甲に申し出ることのできる期

間は、第 22 条に定める契約期間と同期間とし、本契約の終了後に乙に対して納入義

務者から代理納付の申出があった場合は、乙は速やかに甲に通知するものとし、当該

申出を受け付けない。 

5. 乙は、納入義務者から代理納付の申出を受け付けた後は、その申出の取消しを受け付

けない。 

6. 乙は、甲に代わって納入義務者から代理納付の申出を受け付けるにあたり、乙所定の

利用規約（プライバシーポリシーを含む。）などの諸条件を明示する。 

 

第 7 条（甲への収納対象の納付） 

1. 乙は、前条に基づき納入義務者から代理納付の申出を受け付けた日（以下「申出受付

日」という。）の翌日までに、乙が受け付けた代理納付の申出に係る情報（以下「代

理納付受付データ」という。）を甲に送付する。代理納付受付データの詳細は、両者

協議の上定めるものとする。 

2. 甲は、乙に提供した代理納付対象データと乙から甲に送付された代理納付受付データ

の確認を行い、当該確認の結果不整合が生じた場合は、乙が代理納付受付データを送

付した日（以下「受付データ送付日」という。）の翌営業日までに、不承認の旨を乙

に通知するものとし、その場合の取扱いについては別途甲乙協議の上、決定するもの

とする。 

3. 受付データ送付日の翌営業日までに甲から乙に対して不承認の旨通知がない場合は、

申出受付日に代理納付の承認がなされたものとみなす。 

4. 乙は、前項の承認がなされた収納対象に係る金額を、次の各号に定める日までに甲指

定の金融機関口座への振込により代理納付する。 

(1) 毎月 1 日から 15 日までに前項の規定による承認がされたものは当月末日の前金

融機関営業日。ただし、当月末日が金融機関の休業日の場合においては、当月末



 

日の前々金融機関営業日。 

(2) 毎月 16 日から末日までに前項の規定による承認がされたものは翌月 15 日の前金

融機関営業日 

5. 甲は、代理納付が行われた後に、金額の誤り、変更等により還付金等が発生した場合

には、当該還付金等に係る納入義務者に直接還付金等を支払う。 

 

第 8 条（代理納付事務の中止又は停止） 

1. 乙は、次の各号のいずれかに該当する事由が発生した場合には、あらかじめその旨を

甲に通知することにより、代理納付事務を中止又は停止することができる。 

(1) 代理納付事務の履行の際に用いるシステムの保守を行う必要があると乙が判断

した場合 

(2) 天災地変、戦争、内乱、暴動、停電、通信回線設備の事故、通信事業者の債務不

履行又は緊急メンテナンスの実施、内外法令の制定・改廃、公権力による命令・

処分・指導その他乙の責めに帰することができない事由により、代理納付事務の

全部又は一部を履行できなかった場合 

(3) その他、乙が提供しているサービスの運用上又は技術上、代理納付事務を中止又

は停止する必要があると乙が判断した場合 

2. 乙は、緊急やむを得ない事由がある場合には、甲に事前に通知することなく代理納付

事務を中止又は停止することができる。 

3. 乙は、第 1 項各号のいずれか又は緊急やむを得ない事由に起因して発生した甲、当該

納入義務者その他第三者に生じた損害について補償する責任を一切負わないものとす

る。 

 

第 9 条（利用料等の支払） 

1. 甲は、本契約に基づき乙が代理納付事務を履行した場合、乙に対して、次の各号の利

用料及び費用（以下「利用料等」という。）を支払うものとする。 

(1) 導入費用      金▲▲▲▲▲▲円（税別）（1 回限り） 

(2) 収納対象追加費用  金▲▲▲▲▲▲円（税別）（1 回限り） 

(3) 基本利用料     1 か月あたり金▲▲▲▲▲▲円（税別） 

2. 乙は、基本利用料については、毎月末日締めで 1 か月分を取りまとめ、甲に請求する

ものとする。 

3. 乙は、導入費用については、本契約開始月末日締めで甲に請求するものとし、収納追

加対象費用については、収納対象の追加があった月末締めで甲に請求するものとする。 

4. 甲は、乙の請求書を受け取った日から 30 日以内に、利用料等の額に消費税及び地方消

費税を加算した合計額（同金額に 1 円未満の端数があるときは、これを切り捨てるも

のとする。）を、乙指定銀行口座に振り込み支払うものとする。振込手数料等の支払



 

に掛かる費用は、甲が負担するものとする。 

 

第 10 条（契約保証金の免除） 

甲は、乙に対し、本契約に係る契約保証金の納付を免除する。 

 

第 11 条（問い合わせ及び苦情対応） 

1. 甲は、納入義務者その他第三者からの収納対象の内容又は払込票、請求書若しくは領

収書等の内容又は発行に関する問い合わせ、苦情等について対応するための問い合わ

せ窓口を、乙は、納入義務者その他第三者からの乙の提供するシステムの操作等に関

する問い合わせ、苦情等について対応するための問い合わせ窓口を設け、当該問い合

わせ及び苦情等について受付後速やかに対応するものとする。 

2. 甲及び乙は、前項に当てはまらない問い合わせ、苦情等については両者協力してこれ

を解決するものとする。 

3. 甲及び乙は、第 1 項の規定により各々が設置する問い合わせ窓口に寄せられた問い合

わせ、苦情等のうち、相手方に起因するものであると判断したものについては、相手

方に対して直ちに通知するものとする。 

 

第 12 条（収納対象に関する督促等） 

納入義務者に対する収納対象の内容に関する説明、当該収納対象の支払の請求、払込票、

請求書又は領収書等の発行及び入金の督促等の納入義務者との折衝は、甲が行うものと

し、乙は、これらの行為を一切行ってはならない。 

 

第 13 条（代理納付を行わない場合等） 

1. 次の各号のいずれかに該当する場合であって、該当事項が乙による代理納付の実施前

に発生又は判明した場合、乙は、甲に対し該当事項に係る代理納付を行わないものと

する。 

(1) 納入義務者から代理納付の申出があった収納対象に関して甲から提供された代

理納付対象データが正当なものでないこと、その内容が不実又は不備であること

等有効なデータではないと認められた場合 

(2) 代理納付の申出の際に使用されたクレジットカードの名義人（以下「カード名義

人」という。）から、当該クレジットカードを使用して代理納付の申出を行って

いない旨の申告があった場合 

(3) 甲が本契約に違反して乙がその是正を求めたにもかかわらずこれに応じない場

合 

2. 次の各号のいずれかに該当する場合であって、該当事項が乙による代理納付の実施後

に発生又は判明した場合、甲は乙に対し速やかに該当事項に係り代理納付された金銭



 

を返還するものとする。 

(1) 前項各号に該当する場合 

(2) 乙の提携会社（乙と代理納付に係るクレジットカードの利用に関する契約を締結

しているクレジットカード会社をいう。以下同じ。）が、倒産等の理由により、

乙が第 7 条第 4 項に基づき代理納付した日から 2 営業日以内に、乙に対して立替

金を支払わない場合 

3. 前項に該当し、甲が乙に対し代理納付された金銭を返還する場合、乙はまずその旨を

甲に報告するものとし、甲による乙への当該金銭の返還までの間、甲乙共に必要な措

置を講ずる。 

 

第 14 条（納付情報等の保管等） 

1. 乙は、代理納付事務の履行にあたり作成し、又は受領した一切の情報及び資料（以下

総称して「納付情報等」という。）を善良なる管理者の注意のもとに保管しなければ

ならない。 

2. 乙は、あらかじめ甲が承諾した場合を除き、納付情報等を代理納付事務の履行以外の

目的に使用してはならない。 

3. 乙は、納付情報等のうち代理納付事務に係る次の各号の資料を、書面又は電磁的記録

により、代理納付事務を実施した日の翌年度の 6 月 1 日から起算して 7 年間保存する

ものとする。 

(1) 代理納付対象データのうち、代理納付を実施した収納対象に係るデータ 

(2) クレジットカードの有効性確認結果 

(3) クレジットカードの支払承認結果 

4. 乙は、納付情報等を、納付情報等の紛失、き損、盗難又は他の目的への利用等の事故

（以下「紛失等」という。）が発生しないように措置された保管場所に保管するとと

もに、当該納付情報等を運搬する場合においても紛失等が発生しないよう十分な措置

を講じなければならない。 

 

第 15 条（納付情報等の廃棄） 

1. 乙は、前条第 3 項に規定する保存期間の経過により不要となった納付情報等を、廃棄

するものとする。 

2. 前項の規定による廃棄の方法は、切断、熔解、消磁等の復元が不可能な方法によらな

ければならない。 

 

第 16 条（事故発生時の報告） 

乙は、代理納付事務の履行にあたって事故が発生したとき又はやむを得ない事由により

事故を回避することができないときは、甲に報告するものとする。 



 

 

第 17 条（公表等） 

甲及び乙は、本契約の締結の事実及び内容並びに本契約に基づく代理納付事務の履行に

関して公表する場合は、公表の時期及び方法並びに公表の内容について両者で事前に協

議した上で、これを行うものとする。 

 

第 18 条（標章等の使用） 

1. 甲及び乙は、相手方の名称、標章等を代理納付に係る広報等のために使用する場合に

は、事前に相手方の承諾を得なければならない。 

2. 甲は、乙の提携会社の名称、標章等を広報等のために使用する場合には、乙を経由し

て事前に乙の提携会社の承諾を得なければならない。    

 

第 19 条（届出事項の変更） 

甲及び乙は、相手方に提出した連絡先に関する情報、利用料等の振込先に関する情報な

どの届出事項を変更する場合には、変更希望日の 30 営業日前までに書面をもって通知

する。 

 

第 20 条（報告及び検査） 

1. 甲は、必要があると認めるときは、乙に対して、代理納付事務の履行状況その他必要

な事項について報告を求めることができる。 

2. 甲は、必要があると認めるときは、乙に対して、納付情報等の関係書類の提出を要求

し、代理納付に関する乙の帳簿、書類その他の物件等の検査を行うことができる。 

3. 甲は、前項の検査を行う場合には、その期日及び場所について当該検査を行う 1 か月

前までに書面により乙に通知し、協議の上決定するものとする。 

4. 第 2 項の検査に要する費用は、甲の負担とする。 

 

第 21 条（経営状況の報告） 

甲は、必要があると認めるときは、乙に対して、財務諸表及び連結キャッシュフロー計

算書により経営状況の報告を求めることができる。 

 

第 22 条（契約期間） 

1. 本契約の有効期間（以下「契約期間」という。）は、平成▲▲年▲▲月▲▲日から平

成▲▲年▲▲月▲▲日までとする。 

2. 前項の定めにかかわらず、契約期間満了の 3 か月前までにいずれかの当事者より契約

期間満了日をもって本契約を終了する旨の書面による通知がなされない限り、本契約

は自動的に 1 年間延長されるものとし、以後も同様とする。 



 

3. 本契約の終了時に未履行の債務がある場合には、当該債務についてはその履行が完了

するまで本契約が適用される。 

 

第 23 条（契約の解除） 

1. 甲又は乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当する場合には、本契約を解除するこ

とができる。 

(1) 自己の責めに帰すべき理由により本契約に違反し、又は相手方に対する債務の全

部若しくは一部を履行せず、相手方が相当の期間を定めて催告したにもかかわら

ず、当該期間内に是正又は履行をしないとき 

(2) 相手方の社会的信用を失墜させ、又はそのおそれがある行為をしたと合理的に判

断されたとき 

2. 前項の規定にかかわらず本契約を履行することが困難となったときは、甲及び乙は協

議の上、本契約を解除することができる。 

 

第 24 条（損害賠償責任） 

1. 甲及び乙は、自己の責めに帰すべき事由により相手方に直接損害を与えたときは、そ

の損害を賠償しなければならない。 

2. 甲と納入義務者との間の債権債務、代理納付対象データ及びそれらに基づく甲と納入

義務者との紛議、又は収納対象の返金等に関する甲とカード名義人との紛議について

は、理由の如何にかかわらず、甲の責任において処理し、乙は一切の責任を負わない

ものとする。 

 

第 25 条（履行遅滞による延滞金等） 

1. 乙は、乙の責めに帰すべき事由により、第 7 条第 4 項に規定する代理納付すべき日ま

でに代理納付に係る金銭を払い込むことができない場合には、支払うべき日の翌日か

ら支払の日までの期間の日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関する法律第 8 条

第 1 項に基づき財務大臣が決定する遅延利息の率（以下「基準率」という。）の割合

を乗じて計算した金額に相当する金額（同金額に 1 円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てるものとする。）を加算して、甲に納付しなければならない。 

2. 甲は、甲の責めに帰すべき事由により、乙に支払うべき日までに利用料等を払い込む

ことができない場合には、支払うべき日の翌日から支払の日までの期間の日数に応じ、

基準率の割合を乗じて計算した金額に相当する金額（同金額に 1 円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てるものとする。）を加算して、乙に支払わなければならない。 

 

第 26 条（秘密保持義務） 

1. 甲及び乙は、本契約を通じて知り得た相手方の技術上又は営業上の情報で、相手方が



 

秘密情報である旨を明示した情報（以下「秘密情報」という。）を、本契約の契約期

間中及び本契約終了後においても秘密として保持し、相手方の書面による事前の承諾

なしに第三者に開示、提供、漏洩し、また本契約の目的外に使用してはならない。た

だし、法令に基づき公的機関より開示請求がなされた場合は、開示の際に当該情報が

秘密である旨を明示することを条件として、開示を行うことができる。 

2. 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかの一に該当する情報は、秘密情報にあ

たらないものとする。 

(1) 開示の時点で既に被開示者が保有していた情報 

(2) 秘密情報によらず被開示者が独自に生成した情報 

(3) 開示の時点で公知の情報 

(4) 開示後に被開示者の責めに帰すべき事由によらずに公知となった情報 

3. 甲及び乙は、相手方から開示を受けた秘密情報を、本契約の履行のために必要な範囲

に限り、職員、役員及び従業員に開示することができるほか、弁護士又は税理士等の

職務上守秘義務を負う第三者に対して開示することができる。ただし、第三者に情報

を開示する当事者は、当該第三者に本契約と同等の秘密保持義務を課し、これを遵守

させなければならず、また当該第三者による秘密情報の取扱いについて開示者に対し

一切の責任を負う。 

 

第 27 条（個人情報の取扱い） 

甲及び乙は、本契約の履行にあたり個人情報（個人情報の保護に関する法律に定める「個

人情報」をいい、メールアドレス、通信ログ、クッキー情報等を含む。）の取扱いが生

じる場合、同法及び所管官庁のガイドライン並びに箕面市個人情報保護条例に従い、善

良なる管理者の注意義務をもって適切に取り扱うものとする。 

 

第 28 条（権利の譲渡等の禁止） 

甲及び乙は、相手方の書面による事前の承諾のない限り、本契約上の地位及び本契約に

よって生じる権利義務の全部若しくは一部を第三者に譲渡し、又は担保に供してはなら

ない。 

 

第 29 条（協議） 

甲及び乙は、本契約に定めがない事項及び本契約に生じた疑義について、誠実に協議し

て解決を図る。 

 

第 30 条（合意管轄） 

本契約に関する訴訟については、被告の所在地を管轄する裁判所を第一審の専属的合意

管轄裁判所とする。 



 

 

第 31 条（準拠法） 

本契約の成立、効力、履行及び解釈については、日本法に準拠する。 

 

 

本契約締結の証として本書 2 通を作成し、甲乙記名押印の上、各自 1 通を保管するものと

する。 

 

     平成  年  月  日 

                                        

甲 大阪府箕面市西小路四丁目 6 番 1 号 

       

箕面市長 倉 田 哲 郎 

       

 

 

乙   

 

       



 

 別紙 

 

1 乙が甲に対して代理納付する歳入（収納対象） 

(1) 軽自動車税 

(2) 国民保険料 

(3) 固定資産税・都市計画税 

(4) 市・府民税 

 

2 代理納付対象データの送付期日 

(1) 軽自動車税 

定期課税分  納入義務者に納税通知書等を発送する 1 営業日前 

納期限変更分 甲乙協議の上決定する 

(2) 国民健康保険料 

定期課税分  納入義務者に納税通知書等を発送する 1 営業日前 

納期限変更分 甲乙協議の上決定する 

(3)固定資産税・都市計画税 

      定期課税分     納入義務者に納税通知書を発送する 1 営業日前 

      納期限変更分    甲乙協議の上決定する 

(4)市・府民税 

      定期課税分     納入義務者に納税通知書を発送する 1 営業日前 

      納期限変更分    甲乙協議の上決定する 

 

 

（以下余白） 


